
（億ドル）

日本 米国 ＥＵ１５ （参考）世界

ユーロ１１ （100％）

比率 比率 比率 比率

貿易（97年） 3,045 16% 3,347 17% 2,664 14% 2,016 10% 19,481

対内直接投資（97年） 183 15% 162 14% 240 20% n.a. n.a. 1,185

与信残高（98年6月末） 1,825 31% 292 5% 2,927 49% 2,119 36% 5,942

二国間支援（96年） 47 69% 1 2% 16 24% 14 21% 68

（注１）アジア９ヶ国とはASEAN4（タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン）、NIES、中国の９ヶ国。
（注２）対内直接投資は香港を含まない。タイにおける投資案件のうち複数の国によるものは、重複してカウントされている。
　　　　対内直接投資における、台湾、タイのＥＵの範囲はそれぞれ以下のとおり。
　　　　台湾：英国、ドイツ、フランス、オランダ、
　　　　タイ：英国、ドイツ、フランス、ベルギー、イタリア、オランダ
（注３）与信残高及び二国間支援の欄は、アジア向けの与信残高及び二国間支援に占める各国・地域の割合を表す。
（注４）与信残高におけるＥＵ、ユーロにはデンマーク、アイルランド、スウェーデン、ポルトガル、ギリシアを含まない。
（注５）二国間支援における「世界」はＤＡＣ諸国合計の値。

（出所）国際通貨基金「Direction of Trade Statistics」、
　　　　日本貿易振興会資料、各国資料、
　　　　国際決済銀行「International Banking and Financial Market Development March 1999」、
　　　　経済協力開発機構「Geographical Distribution of Financial Flow to Aid Recipients」

（Ⅲ－１）アジア９ヶ国にとっての日本・米国・ＥＵ
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（Ⅲ-1-（１））Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ 貿 易 の 域 内 ウ エ イ ト

 
輸 出

 （百万ドル）

 1967年 1982年 1992年 1997年 ＥＵの域内 ＮＡＦＴＡの
(ASEAN5ヶ国) (ASEAN6ヶ国) (ASEAN6ヶ国) (ASEAN9ヶ国) ｳｴｲﾄ('97) 域内ｳｴｲﾄ('97)

輸 出 総 額 3,477 70,900 182,948 356,561 2,094,100 1,010,660
(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

う ち 域 内 239 16,989 40,985 84,727 1,179,700 496,423
(6.9%) (24.0%) (22.4%) (23.8%) (56.3%) (49.1%)

対 韓 国 ・ 香 港 166 4,430 15,135 34,342
 (4.8%) (6.2%) (8.3%) (9.6%)

対 中 国 47 776 3,786 10,683
(1.3%) (1.1%) (2.1%) (3.0%)

対 日 本 936 20,568 29,651 47,925   
(26.9%) (29.0%) (16.2%) (13.4%)   

東 ア ジ ア 計 1,388 42,762 89,557 177,677
(39.9%) (60.3%) (49.0%) (49.8%)

輸 入
 （百万ドル）

 1967年 1982年 1992年 1997年 ＥＵの域内 ＮＡＦＴＡの
(ASEAN5ヶ国) (ASEAN6ヶ国) (ASEAN6ヶ国) (ASEAN9ヶ国) ｳｴｲﾄ('97) 域内ｳｴｲﾄ('97)

輸 入 総 額 4,190 72,111 179,992 360,960 1,873,340 1,154,750
(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

う ち 域 内 239 16,989 40,985 84,727 1,179,700 496,423
(5.7%) (23.6%) (22.8%) (23.5%) (63.0%) (43.0%)

対 韓 国 ・ 香 港 259 3,868 15,473 32,653
 (6.2%) (5.4%) (8.6%) (9.0%)

対 中 国 70 1,284 4,260 11,492
(1.7%) (1.8%) (2.4%) (3.2%)

対 日 本 1,107 14,950 40,754 68,647   
(26.4%) (20.7%) (22.6%) (19.0%)   

東 ア ジ ア 計 1,366 37,091 101,472 197,519
(32.6%) (51.4%) (56.4%) (54.7%)

(注1）各国（地域）の輸出計数より作成。
(注2）ASEAN加盟国は、1967年(発足)時点…ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの５ヶ国。

    1982年時点…上記５ヶ国＋ブルネイの６ヶ国。
    1992年時点…上記６ヶ国。
    1997年時点…上記６ヶ国 ＋ベトナム、ラオス、ミャンマーの９ヶ国。

(注3）括弧内計数は総額に占める比率。
 
(出所）国際通貨基金「Direction of Trade Statistics」
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（Ⅲ－１－（２））アジア・米州・欧州の経済規模

名目ＧＤＰ 貿易 人口 対外純資産残高 公共債市場残高 株式時価総額

（97年） （97年） （96年推計） （96年末） （98年9月末） （97年末）

（世界=100） （世界=100） （世界=100） 対ＧＤＰ比 （10億ドル） （10億ドル） （10億ドル） （10億ドル）

アジア（日本+アジア９ヶ国） 22 24 31 1.9 127 － － －

日本 14 7 2 2.2 94 891 3,118 2,217

アジア９ヶ国 8 18 29 1.3 32 － － －

米州（米国+ｶﾅﾀﾞ+中南米） 35 24 13 ▲ 2.1 ▲ 230 － － －

米国 26 14 5 ▲ 1.9 ▲ 155 ▲ 744 7,550 11,309

カナダ 2 4 1 ▲ 1.5 ▲ 9 ▲ 242 398 568

中南米 7 6 8 ▲ 3.3 ▲ 65 － － －

欧州（ＥＵ１５+中東欧） 28 39 9 1.2 105 － － －

ＥＵ１５ 27 36 7 1.5 123 ▲ 466 4,623 5,236

ユーロ１１ 21 29 5 1.8 112 ▲ 316 3,814 2,874

中東欧 1 2 2 ▲ 5.0 ▲ 18 － － －

（注１）アジア9ヶ国とは、ＡＳＥＡＮ4（タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン）、ＮＩＥＳ、中国の9ヶ国。
（注２）対外純資産残高におけるＥＵ及びユーロはアイルランドとギリシヤを含まない。
（注３）株式時価総額におけるＥＵ及びユーロはポルトガル、ギリシヤ、ルクセンブルクを含まない。
（出所）国際通貨基金 「Direction of Trade Statistics」、

 　 　  「International Financial Statistics」、
    　  「Interim World Economic Outlook, December 1998」、

国際決済銀行「International Banking and Financial Market Developments, March 1999」、
国際連合「世界人口年鑑」、
経済企画庁資料、等

経常収支

（97年）
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（Ⅲ－１－（３））国別・地域別実質ＧＤＰ成長率の推移
（％）

80年-89年

平均

90年-95年

平均
96年 97年 98年P 99年P

日本 3.8 2.0 5.0 1.4 ▲ 2.8 ▲ 0.5

ＮＩＥＳ 7.8 7.0 6.3 6.0 ▲ 2.6 0.5

アジア 7.0 8.3 8.2 6.6 2.6 4.3

米国 2.7 1.8 3.4 3.9 3.6 1.8

カナダ 2.9 1.5 1.2 3.8 2.8 2.2

中南米 2.2 3.1 3.5 5.1 2.5 1.5

ＥＵ１５ 2.3 1.8 1.8 2.7 2.8 2.2

ユーロ１１ 2.3 1.9 1.6 2.5 2.8 2.4

中東欧 - ▲ 1.6 3.7 3.2 2.9 3.2

（注１）アジアは南アジアを含み日本、ＮＩＥＳを除く。
（注２）90年-95年平均における東欧の値は91年-95年平均の値。
（注３）98年P、99年Pは推計値。
（出所）国際通貨基金「Interim World Economic Outlook 1998 December」
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（単位：10億円）

ASEAN４+NIEs+中国 米国 ＥＵ （参考）世界

ASEAN４+NIEs ユーロ11 （１００％）

ASEAN４

比率 比率 比率 比率 比率 比率

貿易（98年）
29,588 34% 22,123 25% 8,143 9% 24,248 28% 14,419 17% 10,865 12% 87,299

対外直接投資（97年度）
1,361 21% 1,118 17% 699 11% 2,549 38% 1,345 20% 839 13% 6,623

邦銀対外中長期貸付残高（97年末）

(10億ドル） 73 26% 63 22% 24 9% 100 35% 50 18% 22 8% 283

（注）ASEAN４とは、タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピンを指す。

（出所）大蔵省「外国貿易概況」、その他大蔵省資料、

（Ⅲ－２）日本にとってのアジア・米国・ＥＵ
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ＡＳＥＡＮの域内経済関係強化に向けての取り組み

概 要

ＡＳＥＡＮ発足時(1967)の目的にも、経済に関する域内協力の促進が含まれていたが、80年代までは政治・外交に重点が

置かれてきた。しかし90年代に入り、東西冷戦の終焉、欧州統一市場やＮＡＦＴＡ等の地域経済圏形成に向けての動きを背

景に、92年1月の第4回ＡＳＥＡＮ首脳会議において、「ＡＳＥＡＮ経済協力の強化に関する枠組み協定」が締結され、域内

経済関係強化に向けての取り組みが本格化した。

げられる。その後も、ＡＳＥＡＮ経済閣僚会議(ＡＥＭ)や蔵相会議等を通じ各種の取り組みがなされているところ、これら

の概要をまとめると以下のとおり。なお、それぞれの取り組みに関する実施状況・効果については必ずしも明確ではない点

が多いことに留意する必要がある。

（注）表中の主な略語については以下の通り

Ａ Ｅ Ｍ(ASEAN Economic Ministers Meeting) ＡＳＥＡＮ経済閣僚会議

ＡＦＴＡ(ASEAN Free Trade Area) ＡＳＥＡＮ自由貿易地域

Ａ Ｉ Ａ(ASEAN Investment Area) ＡＳＥＡＮ投資地域

ＡＩＣＯ(ASEAN Industrial Cooperation) ＡＳＥＡＮ産業協力

ＣＥＰＴ(Common Effective Preferential Tariff) 共通実行特恵関税

ＳＥＯＭ(Senior Economic Officials Meeting) 経済担当高級事務レベル会合

－３５－






